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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30 年３月 23 日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【訪問系サービス関係共通事項】 

○ 事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサービス

を行う場合の減算（集合住宅減算） 

問２ 集合住宅減算についてはどのように算定するのか。 

（答） 

集合住宅減算の対象となるサービスコードの所定単位数の合計に対して減算率を

掛けて算定をすること。 

なお、区分支給限度基準額を超える場合、区分支給限度基準額の管理に際して、区

分支給限度基準額の超過分に同一建物減算を充てることは出来ないものとする。 

 

※ 平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27年 4 月１日）問 10 参照 
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【各種の地域密着型サービス】 

※ 介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関する Q&Ａ（平成 18 年９月４日介護

制度改革 information vol.127 事務連絡）問 18は削除する。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


